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アジア経済法令ニュース No.21-14 

 添付法令資料 1： 韓国電子装置付着等に関する法律（目次） 

 添付法令資料 2： 中国印刷業管理条例（目次） 

 添付法令資料 3： 外国人労働者の利用に関する 2021 年 2 月 2 日付インドネシア 

  共和国政令 No.34（目次） 

 添付法令資料 4： 社債発行に関して定める議定を合一するベトナム財政省の合一文書 

  （目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2021 年 4 月 2 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 電波法第百三条の二第二項の総務大臣が指定する周波数を定める件の一部を

改正する件（総務省告示第 113 号） 

21.03.25 公布／21.04.01 施行 

2 国立大学法人法施行規則の一部を改正する省令（文部科学省令第 12 号） 

21.03.26 公布／21.04.01 施行 

3 裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律第五条の規定による認証をし

た件（法務省告示第 59 号） 

21.03.26 公布 

4 種苗法第十三条第一項の規定に基づき品種登録出願を公表する件（農林水産

省告示第 418 号） 

21.03.26 公布 

5 船舶安全法に基づく型式承認等をした件（国土交通省告示第 230 号） 

21.03.26 公布 

6 国家公務員退職手当法の規定による退職手当の支給制限等に係る書面の様式

を定める内閣官房令及び国家公務員退職手当法の規定に基づく意見の聴取の

手続に関する規則の一部を改正する内閣官房令（内閣官房令第 1 号） 

21.03.26 公布／同日施行 

7 銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令（内閣府令第 13 号） 

21.03.26 公布／21.03.31 施行 

8 認可特定保険業者等に関する命令の一部を改正する命令（内閣府、総務省、

法務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省及び

環境省令第 2 号） 

21.03.26 公布／21.03.31 施行 

9 医療機器及び体外診断用医薬品の製造管理及び品質管理の基準に関する省令

の一部を改正する省令（厚生労働省令第 60 号） 

21.03.26 公布／同日施行 

10 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行令

第八十条第二項第五号の規定に基づき厚生労働大臣が指定する医薬品の種類等
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の一部を改正する件（厚生労働省告示第 105 号） 

21.03.26 公布／21.07.01 適用 

11 食品、添加物等の規格基準の一部を改正する件（厚生労働省告示第 106 号） 

21.03.26 公布／22.03.26 適用 

12 労働安全衛生法第五十七条の四第三項の規定に基づき新規化学物質の名称を

公表する件（厚生労働省告示第 107 号） 

21.03.26 公布 

13 肥料を登録した件（農林水産省告示第 420 号） 

21.03.26 公布 

14 金融庁組織規則等の一部を改正する内閣府令（内閣府令第 14 号） 

21.03.29 公布／21.04.01 施行 

15 不動産登記規則等の一部を改正する省令（法務省令第 14 号） 

21.03.29 公布／21.04.01 施行 

16 外国為替の取引等の報告に関する省令の一部を改正する省令（財務省令第 9

号） 

21.03.29 公布／同日施行 

17 医療法施行規則の一部を改正する省令（厚生労働省令第 63 号） 

21.03.29 公布／21.04.01 施行 

18 社会福祉法に基づく市町村における包括的な支援体制の整備に関する指針の

一部を改正する告示（厚生労働省告示第 108 号） 

21.03.29 公布／21.04.01 適用 

19 医療法施行規則別表第一の規定に基づく病院、診療所又は助産所の管理者が

都道府県知事に報告しなければならない事項として医療法施行規則別表第一に

掲げる事項のうち、厚生労働大臣が定める事項を定めるものの一部を改正する

件（厚生労働省告示第 112 号） 

21.03.29 公布／21.04.01 適用 

20 民事執行法第二百五条第一項に規定する法務省令で定める登記所を定める省

令（法務省令第 15 号） 

21.03.30 公布／21.05.01 施行 

21 種苗法第十三条第二項の規定に基づき品種登録出願を取り下げた件（農林水

産省告示第 444 号） 

21.03.30 公布 

22 電気通信事業法第十二条の二第四項第二号ロの電気通信設備を指定する件の

一部を改正する件（総務省告示第 123 号） 

21.03.30 公布／21.04.01 施行 

23 健康保険印紙の形式の一部を改正する件（財務省告示第 77 号） 

21.03.30 公布 

24 健康保険法施行規則第二十三条の六第三項第三十三号、厚生年金保険法施行

規則第九条の五第三項第三十三号及び国民年金法施行規則第七十七条の六第三

十二号の規定に基づき厚生労働大臣が定める課程の一部を改正する件（厚生労

働省告示第 115 号） 

21.03.30 公布／21.04.01 適用 

25 消費税の転嫁の方法及び消費税についての表示の方法の決定に係る共同行為

の届出に関する規則を廃止する規則（公正取引委員会規則第 1 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 施行 
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26 化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律第十一条の規定に基づき優先

評価化学物質の指定を取り消した件（厚生労働省、経済産業省及び環境省告示

第 1 号） 

21.03.31 公布 

27 小規模企業共済法第九条第三項第二号ロ及びハの令和三年度に係る支給率を

定める件（経済産業省告示第 58 号） 

21.03.31 公布 

28 エネルギーの使用の合理化等に関する法律第九十一条の規定に基づき、登録

調査機関の業務の廃止の届出があった件（経済産業省告示第 59 号） 

21.03.31 公布 

29 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法施行令

の一部を改正する政令（政令第 73 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 施行 

30 内閣府聴聞手続規則の一部を改正する内閣府令（内閣府令第 18 号） 

21.03.31 公布／同日施行 

31 個人情報保護委員会事務局組織規則の一部を改正する内閣府令（内閣府令第

21 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 施行 

32 特定目的信託財産の計算に関する規則等の一部を改正する内閣府令（内閣府

令第 22 号） 

21.03.31 公布／同日施行 

33 中小企業等経営強化法第三十一条第一項に規定する経営革新等支援業務を行

う者の認定等に関する命令の一部を改正する命令（内閣府及び経済産業省令第

3 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 施行 

34 郵便法施行規則の一部を改正する省令（総務省令第 29 号） 

21.03.31 公布 

35 容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律施行規則の一部

を改正する省令（財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省及び環境省令

第 1 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 施行 

36 学校教育法施行規則等の一部を改正する省令（文部科学省令第 14 号） 

21.03.31 公布／一部を除き、22.04.01 施行 

37 科学技術・学術政策研究所組織規則の一部を改正する省令（文部科学省令第

15 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 施行 

38 特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律施行規則の一部を改正する

省令（文部科学省令第 17 号） 

21.03.31 公布／同日施行 

39 科学技術基本法等の一部を改正する法律の施行に伴う文部科学省関係省令の

整備に関する省令（文部科学省令第 18 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 施行 

40 国民健康保険の事務費負担金等の交付額等の算定に関する省令の一部を改正

する省令（厚生労働省令第 65 号） 

21.03.31 公布／同日施行 
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41 国民健康保険の調整交付金等の交付額の算定に関する省令の一部を改正する

省令（厚生労働省令第 66 号） 

21.03.31 公布／同日施行 

42 国民年金法施行規則等の一部を改正する省令（厚生労働省令第 67 号） 

21.03.31 公布／一部を除き、21.10.01 施行 

43 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律施

行規則の一部を改正する省令（厚生労働省令第 68 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 施行 

44 介護保険の調整交付金等の交付額の算定に関する省令及び介護保険法第百二

十二条の二第二項に規定する交付金の額の算定に関する省令の一部を改正する

省令（厚生労働省令第 69 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 施行 

45 介護保険法施行規則等の一部を改正する省令（厚生労働省令第 70 号） 

21.03.31 公布／21.08.01 施行 

46 雇用保険法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う厚生労働省関係省令

の整備に関する省令の一部を改正する省令（厚生労働省令第 72 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 施行 

47 高齢者の医療の確保に関する法律による保険者の前期高齢者交付金等の額の

算定等に関する省令の一部を改正する省令（厚生労働省令第 73 号） 

21.03.31 公布／同日施行 

48 介護保険法施行規則等の一部を改正する省令（厚生労働省令第 74 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 施行 

49 介護給付費及び公費負担医療等に関する費用等の請求に関する省令の一部を

改正する省令（厚生労働省令第 75 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 施行 

50 電気事業会計規則等の一部を改正する省令（経済産業省令第 22 号） 

21.03.31 公布／一部を除き、21.04.01 施行 

51 科学技術基本法等の一部を改正する法律の施行に伴う経済産業省関係省令の

整備に関する省令（経済産業省令第 24 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 施行 

52 地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律第二

十三条第三項の規定による商標権の譲受けの申請手続に関する省令の一部を改

正する省令（経済産業省令第 25 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 施行 

53 意匠法施行規則及び工業所有権に関する手続等の特例に関する法律施行規則

の一部を改正する省令（経済産業省令第 26 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 施行 

54 電気事業法施行規則の一部を改正する省令（経済産業省令第 27 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 施行 

55 中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律施行規則の一部を改正す

る省令（経済産業省令第 30 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 施行 

56 中小企業等経営強化法施行規則の一部を改正する省令（経済産業省令第 34

号） 

21.03.31 公布／21.04.01 施行 
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57 船舶職員及び小型船舶操縦者法施行規則の一部を改正する省令（国土交通省

令第 16 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 施行 

58 建築基準法施行規則及び建築動態統計調査規則の一部を改正する省令（国土

交通省令第 27 号） 

21.03.31 公布／22.04.01 施行 

59 警備業の要件に関する規則等の一部を改正する規則（国家公安委員会規則第 3

号及び第 4 号） 

21.03.31 公布 

60 租税特別措置法第二十八条の三及び第六十七条の四に規定する転廃業助成金

等を指定する件（財務省告示第 80 号） 

21.03.31 公布 

61 電気事業法施行規則第五十二条の二第一号ロの要件、第一号ハ及び第二号ロ

の機械器具並びに第一号ニ及び第二号ハの算定方法等並びに第五十三条第二項

第五号の頻度に関する告示の一部を改正する件（経済産業省告示第 60 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 施行 

62 銀行法第十四条の二の規定に基づき、銀行がその経営の健全性を判断するた

めの基準として定める流動性に係る健全性を判断するための基準等の一部を改

正する件（金融庁告示第 14 号） 

21.03.31 公布／21.09.30 適用 

63 金融商品取引業等に関する内閣府令第百九十九条第十二号イの規定に基づき、

金融商品取引業等に関する内閣府令第百九十九条第十二号イの規定に基づき金

融庁長官が定める劣後特約付借入金及び劣後特約付社債を定める件（金融庁告

示第 15 号） 

21.03.31 公布／同日適用 

64 金融商品取引法第五十七条の十七第一項の規定に基づき、金融商品取引法第

五十七条の十七第一項の規定に基づき最終指定親会社が最終指定親会社及びそ

の子法人等の経営の健全性を判断するための基準として定める総損失吸収力及

び資本再構築力に係る健全性の状況を表示する基準の一部を改正する件（金融

庁告示第 16 号） 

21.03.31 公布／同日適用 

65 銀行法第十四条の二の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自

己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準の補完的指標

として定めるレバレッジに係る健全性を判断するための基準第二条ただし書

（同告示第五条第一項において準用する場合を含む。）に規定する金融庁長官が

別に定める比率等の一部を改正する件（金融庁告示第 17 号） 

21.03.31 公布／同日適用 

66 中小企業等経営強化法施行令第十六条第二項に規定する金融庁長官の指定す

る金融機関を定める告示の一部を改正する件（金融庁告示第 18 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 適用 

67 中小企業等の経営強化に関する基本方針の一部を改正する告示（総務省、厚

生労働省、農林水産省、経済産業省及び国土交通省告示第 1 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 施行 

68 租税特別措置法施行規則第二十三条の五の三第二項第四号の規定に基づき文

部科学大臣及び厚生労働大臣が定める事項の一部を改正する件（文部科学省及
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び厚生労働省告示第 1 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 適用 

69 中小企業退職金共済法第十条第二項第三号ロ及び中小企業退職金共済法の一

部を改正する法律の施行に伴う経過措置に関する政令第二条第一項第三号ロ⑴

の支給率を定める件（厚生労働省告示第 118 号） 

21.03.31 公布 

70 中小企業退職金共済法第二十八条第一項の厚生労働大臣の定める率を定める

件（厚生労働省告示第 119 号） 

21.03.31 公布 

71 中小企業退職金共済法施行令第二条第一号及び第二号の厚生労働大臣の定め

る率を定める件（厚生労働省告示第 120 号） 

21.03.31 公布 

72 中小企業退職金共済法第十三条第二項の厚生労働大臣が定める利率を定める

件（厚生労働省告示第 121 号） 

21.03.31 公布 

73 中小企業退職金共済法第三十条第二項第二号イの厚生労働大臣が定める利率

を定める件（厚生労働省告示第 122 号） 

21.03.31 公布 

74 中小企業退職金共済法第三十一条の二第三項第一号及び第七項の厚生労働大

臣が定める利率を定める件（厚生労働省告示第 125 号） 

21.03.31 公布 

75 中小企業退職金共済法施行令第十六条第五項の厚生労働大臣が定める利率を

定める件（厚生労働省告示第 126 号） 

21.03.31 公布 

76 中小企業退職金共済法第三十一条の三第三項第一号及び第七項の厚生労働大

臣が定める利率を定める件（厚生労働省告示第 127 号） 

21.03.31 公布 

77 介護保険法第五十一条の三第二項第一号及び第六十一条の三第二項第一号に

規定する食費の負担限度額等の一部を改正する告示（厚生労働省告示第 131 号） 

21.03.31 公布／21.08.01 適用 

78 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法の規定

に基づき調達価格等を定める件の一部を改正する告示（経済産業省告示第 63

号） 

21.03.31 公布／21.04.01 施行 

79 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法第四条

第一項の規定に基づき、同法第五条から第八条までの規定による手続を実施す

る再生可能エネルギー発電設備の区分等を指定する件（経済産業省告示第 64

号） 

21.03.31 公布／21.04.01 適用 

80 入札対象として指定をする再生可能エネルギー発電設備の区分等における入

札の実施に関する指針の一部を改正する告示（経済産業省告示第 65 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 施行 

81 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法第三十

二条第二項の規定に基づき納付金単価を定める告示の一部を改正する件（経済

産業省告示第 66 号） 
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21.03.31 公布／21.04.01 適用 

82 予防接種法施行令等の一部を改正する政令（政令第 92 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 施行 

83 子ども・子育て支援法施行令の一部を改正する政令（政令第 93 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 施行 

84 介護保険法施行令等の一部を改正する政令（政令第 97 号） 

21.03.31 公布／21.08.01 施行 

85 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令の一部

を改正する政令（政令第 98 号） 

21.03.31 公布／同日施行 

86 国民年金法施行令等の一部を改正する政令（政令第 99 号及び第 100 号） 

21.03.31 公布／一部を除き、21.10.01 施行 

87 国民年金の保険料を追納する場合に納付すべき額を定める件（厚生労働省告

示第 146 号） 

21.03.31 公布／21.04.01 適用 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 关于加强中央企业资金内部控制管理有关事项的通知 

21.03.02 公布 国務院国有資産監督・管理委員会 国資発監督[2021]19 号 

2 最高人民法院关于审理国家赔偿案件确定精神损害赔偿责任适用法律若干问题

的解释 

21.03.24 公布 最高人民法院 法釈[2021]3 号／21.04.01 施行 

3 中华人民共和国香港特别行政区基本法附件一香港特别行政区行政长官的产生

办法 

21.03.30 公布 国家主席令第 75 号／21.03.31 施行 

4 中华人民共和国香港特别行政区基本法附件二香港特别行政区立法会的产生办

法和表决程序 

21.03.30 公布 国家主席令第 76 号／21.03.31 施行 

5 安全生产领域公益诉讼典型案例 

21.03.23 公布 最高人民検察院及び応急管理部 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 关于印发《手机银行销售储蓄国债（电子式）试点办法》的通知 

21.03.12 公布 財政部及び中国人民銀行 財庫[2021]15 号／同日施行 

2 中国银保监会办公厅关于印发商业银行负债质量管理办法的通知 

21.03.23 公布 中国銀行保険監督・管理委員会／同日施行 
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第 3 ロシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 輸出税・輸入税法の若干の条項の細則及び施行措置を定める政府の 2016 年 9

月 1 日付第 134/2016/NĐ-CP 号議定の若干の条項を修正し、又は補充する議定 

政府の 2021 年 3 月 11 日付第 18/2021/NĐ-CP 号議定／21.04.25 施行 

2 国境法を合一する合一文書 

国会事務局の 2020 年 12 月 7 日付第 26/VBHN-VPQH 号合一文書 

3 公民身分登記法を合一する合一文書 

国会事務局の 2020 年 12 月 7 日付第 27/VBHN-VPQH 号合一文書 

4 医療保険法を合一する合一文書 

国会事務局の 2020 年 12 月 7 日付第 28/VBHN-VPQH 号合一文書 

5 首都法を合一する合一文書 

国会事務局の 2020 年 12 月 7 日付第 29/VBHN-VPQH 号合一文書 

6 司法経歴法を合一する合一文書 

国会事務局の 2020 年 12 月 7 日付第 30/VBHN-VPQH 号合一文書 

 

第 5 韓国 

1 行政基本法 

21.03.23 公布 法律第 17979 号／一部を除き、同日施行 

2 勤労基準法施行令一部改正令 

21.03.30 公布 大統領令第 31584 号／21.04.06 施行 

3 デザイン保護法施行令一部改正令 

21.03.30 公布 大統領令第 31577 号／21.04.01 施行 

4 電子商取引等における消費者保護に関する法律施行規則一部改正令 

21.03.31 公布 総理令第 1686 号／同日施行 

5 海外建設促進法施行規則一部改正令 

21.03.31 公布 国土交通部令第 834 号／同日施行 

6 情報通信網利用促進及び情報保護等に関する法律施行規則一部改正令 

21.03.31 公布 科学技術情報通信部令第 71 号／同日施行 

7 廃棄物の国家間移動及びその処理に関する法律一部改正法 

21.04.01 公布 法律第 17984 号／同日施行 

8 韓国土地住宅公社法一部改正法 

21.04.01 公布 法律第 17988 号／同日施行 

9 環境紛争調停法一部改正法 

21.04.01 公布 法律第 17985 号／同日施行 

10 電気安全管理法施行規則 

21.04.01 公布 産業通商資源部令第 415 号／同日施行 
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第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 7 シンガポール 

1 Professional Engineers Act - Professional Engineers (Amendment) Rules 

2021 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 29 

March 2021 and come into operation on 1 April 2021; No.S188/2021 

2 International Child Abduction Act - International Child Abduction 

(Contracting States) (Amendment) Order 2021 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 31 

March 2021 and comes into operation on 1 April 2021; No.S198/2021 

3 Environmental Protection and Management Act - Environmental 

Protection and Management (Fees for Licences) (Amendment) Regulations 

2021 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 31 

March 2021 and come into operation on 1 April 2021; No.S201/2021 

4 Energy Conservation Act - Energy Conservation (Motor Vehicles Subject 

to Fuel Economy and Vehicular Emissions Requirements) (Amendment) 

Order 2021 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 31 

March 2021 and comes into operation on 1 April 2021; No.S211/2021 

5 Terrorism (Suppression of Financing) Act - Terrorism (Suppression of 

Financing) Act (Amendment of First Schedule) (No. 2) Order 2021 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 1 

April 2021 and comes into operation on 5 April 2021; No.S237/2021 

 

第 8 タイ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASES 

  RESOLUTION NO. 105, S. 2021 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 
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CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

21.03.25 付 

2 BANGKO SENTRAL NG PILIPINAS 

  BUREAU OF INTERNAL REVENUE 

  DEPARTMENT OF FINANCE 

  LAND REGISTRATION AUTHORITY 

  SECURITIES AND EXCHANGE COMMISSION 

  IMPLEMENTING RULES AND REGULATIONS OF FINANCIAL 

INSTITUTIONS STRATEGIC TRANSFER (FIST) ACT (REPUBLIC ACT 

NO. 11523) 

21.03.26 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

3 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASES 

  RESOLUTION NO. 106, S. 2021 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 

CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

21.03.27 付 

4 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASES 

  RESOLUTION NO. 106-A, S. 2021 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 

CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

21.03.27 付 

5 OFFICE OF THE PRESIDENT 

  MEMORANDUM FROM THE EXECUTIVE SECRETARY 

  IMPOSITION OF ENHANCED COMMUNITY QUARANTINE (ECQ) IN 

BULACAN, CAVITE, LAGUNA, RIZAL, AND THE NATIONAL CAPITAL 

REGION  

21.03.27 付 

6 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASES 

  RESOLUTION NO. 106-B, S. 2021 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 

CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

21.03.28 付 

7 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASES 

  OMNIBUS GUIDELINES ON THE IMPLEMENTATINO OF 

COMMUNITY QUARANTINE IN THE PHILIPPINES WITH 

AMENDMENTS AS OF MARCH 28, 2021 

21.03.28 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

8 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASES 

  RESOLUTION NO. 107, S. 2021 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 
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CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

21.03.29 付 

9 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASES 

  RESOLUTION NO. 107-A, S. 2021 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 

CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

21.03.29 付 

10 DEPARTMENT OF LABOR AND EMPLOYMENT 

  LABOR ADVISORY NO. 04, S. 2021 

  PAYMENT OF WAGES FOR THE REGULAR HOLIDAYS ON APRIL 1, 2, 

AND 9, 2021 AND SPECIAL (NON-WORKING) DAY ON APRIL 3, 2021 

21.03.29 付 

11 SECURITIES AND EXCHANGE COMMISSION 

  MEMORANDUM CIRCULAR NO. 04, S. 2021 

  AMENDMENT OF MC NO. 16, S. OF 2018 OR THE GUIDELINES ON 

ANTI-MONEY LAUNDERING AND COMBATING THE FINANCING OF 

TERRORISM FOR SEC COVERED INSTITUTIONS (“2018 AML/CFT 

GUIDELINES”) AND MC NO. 29, S. OF 2020 OR THE 2020 GUIDELINES 

ON THE SUBMISSION AND MONITORING OF THE MONEY 

LAUNDERING AND TERRORIST PREVENTION PROGRAM (MTPP) 

21.03.30 付／SEC のホームページに掲載して全国流通新聞において公布

された日から直ちに施行 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

1 エネルギー利用化の対象とならない廃棄物の一覧の承認に関するカザフスタ

ン共和国環境・地質学・天然資源相代行の命令 

2021 年 3 月 18 日付 No.70 同月 19 日法務省登録 No.22366／公布の日か

ら 10 暦日の経過後に施行 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 ウズベキスタン共和国における外貨取引の実行規則への変更及び追加の導入

に関するウズベキスタン共和国中央銀行理事会の決定 
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2021 年 2 月 25 日付 No.3/4 同年 3 月 25 日法務省登録 No.3281-1／同日

施行 

2 ウズベキスタン共和国における輸出の財政的支援の更なる拡大に係る措置に

関するウズベキスタン共和国内閣決定 

2021 年 3 月 30 日付 No.167／同日施行 

3 2021 年ないし 2025 年における政府系企業の経営及び改革戦略の承認に関す

るウズベキスタン共和国内閣決定 

2021 年 3 月 29 日付 No.166／同日施行 

4 独立行政法人国際協力機構（JICA）の参加を伴う「ウズベキスタンにおける

新型コロナウィルス感染症 Covid-19 に対する危機対応措置の実施」及び「発

展戦略の支援」プロジェクトの実行に係る措置に関するウズベキスタン共和国

内閣決定 

2021 年 3 月 29 日付 No.165／同月 30 日施行 

5 共和国の空港管理分野における官民連携の発展に係る措置に関するウズベキ

スタン共和国大統領決定 

2021 年 3 月 29 日付 No.PP-5042／同日施行 

6 いくつかのカザフスタン共和国法令への変更及び追加の導入に関するウズベ

キスタン共和国法律 

2021 年 3 月 30 日付 No.ZRU-679／同日施行 

 

第 15 トルコ 

1 外国直接投資法の適用規則における変更の実施に関する工業・技術省の規則 

2021 年 3 月 27 日官報 No.31436／同日施行 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 18 添付法令資料 

   1 韓国電子装置付着等に関する法律（目次） 

   2 中国印刷業管理条例（目次） 

   3 外国人労働者の利用に関する 2021 年 2 月 2 日付インドネシア共和国政令

No.34（目次） 

   4 社債発行に関して定める議定を合一するベトナム財政省の合一文書（目次） 

 



 

 13 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

芳賀 洋一  弁護士：シンガポール法令担当 

正木 湧士  弁護士・弁理士：日本法令担当 
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萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法研究員（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


